
 

  

   社会福祉法人新宿区社会福祉協議会個人情報保護規程施行規則 

 

 

 （趣旨） 

第 1 条 この規則は、社会福祉法人新宿区社会福祉協議会個人情報保護規程（以下「規程」という。）第

３７条の規定により規程の施行に必要な事項を定めるものとする。 

 

 （用語の定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、次の各号に定めるものを除くほか、規程で定める用語の例

による。 

（１）事務局  社会福祉法人新宿区社会福祉協議会（以下「協議会」という。）定款第３５条第１項に規

定する事務局をいう。 

（２）事務局長 協議会定款第３５条第２項に規定する事務局長をいう。 

（３）次長    協議会組織規程第３条第１項に規定する次長をいう。 

（４）課      協議会組織規程第２条に規定する組織をいう。  

（５）課長    前号に規定する課の長をいう。 

 

（個人情報保護管理責任者等） 

第３条 規程第４条第１項に規定する個人情報保護管理責任者（以下、「管理責任者」という。）は、事務

局長の職にある者をもって充てる。 

２ 管理責任者を補佐するため、個人情報保護取扱責任者（以下、「事務取扱責任者」という。）を置き、

次長をもって充てる。 

３ 事務取扱責任者を補佐するため、個人情報保護事務取扱者（以下、「事務取扱者」という。）を置き、

各課長をもって充てる。 

 

（開示請求等の手続き） 

第４条 規程第２６条第２項に規定する本人であることを証する書面は当該請求者に係る公的機関が発

行した身分証明書等とする。ただし、協議会が、郵送等により開示請求者等に文書により照会し、その

回答書を自ら持参したときは、この限りでない。 

２ 規程第２６条第５項に規定する書面は、次の各号に掲げる代理人の区分に応じ、当該各号に定める

書類とする。 

（1） 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 戸籍謄本等当該本人と当該法定代理人との関係を

明らかにすることができる書類 

（2） 本人の委任による代理人 当該本人の次に掲げる意思が明示された委任状 

ア 開示請求等を行う意思 

イ 当該代理人にアの開示請求等を行わせる意思 

 

(開示請求等に対する決定及び措置) 

第５条 規程第２１条第２項、第２２条第２項及び第３項、第２３条第３項、第２４条第７項に基づき決定を行
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った旨の通知は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号に定める様式のとおりとする。 

(1) 保有個人データの利用目的の通知を行う旨の決定 保有個人データ利用目的通知決定通知書 

(2) 保有個人データの利用目的の通知を行わない旨の決定 保有個人データ利用目的非通知決定

通知書 

(3) 開示請求に係る保有個人データの全部又は一部を開示する旨の決定 保有個人データ開示決

定通知書 

(4) 開示請求に係る保有個人データの全部を開示しない旨の決定 保有個人データ非開示決定通知

書 

(5) 訂正等請求に係る保有個人データの訂正等を行う旨の決定 保有個人データ訂正等・利用停止

等・第三者への提供の停止決定通知書 

(6) 訂正等請求に係る保有個人データの訂正等を行わない旨の決定 保有個人データ非訂正等・利

用停止等・第三者への提供の停止決定通知書 

(7) 利用停止等請求に係る保有個人データの利用停止等を行う旨の決定 保有個人データ訂正等・

利用停止等・第三者への提供の停止決定通知書 

(8) 利用停止等請求に係る保有個人データの利用停止等を行わない旨の決定 保有個人データ非

訂正等・利用停止等・第三者への提供の停止決定通知書 

(9) 第三者への提供の停止請求に係る保有個人データの第三者への提供の停止を行う旨の決定 保

有個人データ訂正等・利用停止等・第三者への提供の停止決定通知書 

(10) 第三者への提供の停止請求に係る保有個人データの第三者への提供の停止を行わない旨の決

定 保有個人データ非訂正等・利用停止等・第三者への提供の停止決定通知書 

２ 協議会は、前条各号に掲げる場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該請求等を

却下し、その旨を当該本人及び当該代理人に対し、代理人による保有個人データ開示請求等却下通

知書により通知するものとする。 

（1）代理人による開示請求等に関する確認書の記載内容により、当該本人において、開示請求等を行う

意思がないこと又は当該代理人に当該請求等を行わせる意思がないことを確認したとき。 

（2）前号に掲げる場合のほか、当該開示請求等を却下する相当の理由があると認められるとき。 

３ 規程第２８条第２項に規定する異議申出の回答は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号

に定める様式のとおりとする。 

（1） 異議の申出に係る保有個人データの全部又は一部を開示する旨の決定 異議申出回答書（開

示） 

（2） 異議の申出に係る保有個人データの全部を開示しない旨の決定 異議申出回答書（非開示） 

 

（開示の実施方法等)  

第６条 規程第２２条第２項に規定する保有個人データの開示の実施は、当該保有個人データを保有し

ている課において行うものとする。 

２ 前項の場合において、文書の公開を受けるものは、当該文書を丁寧に取り扱い、汚損・破損又は

抜き取りをしてはならない。 

３ 文書の公開は、文書、図画又は写真については閲覧又は写しの交付により、フィルムについては

視聴又は写しの交付により、電磁的記録については視聴、閲覧、写しの交付等で適切な方法により
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行う。 

 

 (保有個人データの写しの交付部数) 

第７条 保有個人データが記録されている文書の写し(以下「保有個人データの写し」という。)の交付は、

1件の請求につき 1部とする。 

 

(手数料) 

第８条 規程第２７条第２項に規定する手数料の額のうち、保有個人データの写しの作成に要する手数料

の額は、社会福祉法人新宿区社会福祉協議会情報公開規程施行規則別表に定める額とし、写しの送

付に要する手数料の額は、当該写しの送付に係る郵便料金の額とする。 

2 前項の手数料は、前納しなければならない。 

 

 

 

 附 則 

 １ この規則は、平成１７年５月２７日から施行する。 

  （旧規則の廃止） 

 ２ 社会福祉法人新宿区社会福祉協議会個人情報保護規程施行規則（平成３年４月１日施行）（以下

「旧規則」という。）は、廃止する。 

 附 則 

  （施行期日） 

 この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 附 則 

  （施行期日） 

 この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

 この規則は、平成２５年１月１日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

 この規則は、平成２７年１２月９日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

 この規則は、平成３０年２月１日から施行する。ただし、第２号様式第１５項から第１７項までの改正規

定については、平成３０年４月１日から施行する。 

 附 則 

（施行期日） 

 この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則 
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（施行期日） 

 この規則は、令和４年１２月５日から施行する。 

 


